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木更津市下水道事業経営戦略 概要版 

１ 経営戦略の概要 

（１） 背景とその目的 

公営企業については、サービスの提供に必要な施設の老朽化に伴う更新投資の増大、人口減少に

伴う料金収入の減少等により、公営企業をめぐる経営環境は厳しさを増しております。 

このような中、自らの経営について、的確な現状把握を行った上で、中長期的な経営に取り組むこと

が必要であることから、総務省は各地方公共団体に対して令和２年度までに、中長期的な経営の基本

計画である「経営戦略」の策定を要請しています。 

本市下水道事業においても、現状の経営状態を的確に把握し、中長期的な経営の基本計画である

「経営戦略」を策定することにより、持続可能な下水道事業の運営を図るものです。 

（２） 計画期間 

計画期間は、総務省「経営戦略策定ガイドライン」を踏まえ 

 令和３年度 ～ 令和１２年度の１０年間  とします。 

（３） 経営戦略の策定方針 

令和３年度からの投資計画と、その財源である料金収入、国庫補助金、企業債及び一般会計繰入金 

などの収支の見通しを均衡させて、持続可能な事業運営を目指します。 

（４） 計画の位置付け 

本市の上位計画である「木更津市第２次基本計画」並びに「木更津市汚水適正処理構想」、及び 

「木更津市立地適正化計画」等の各種計画との整合を図ります。 

 

２ 下水道事業の概要 

（１） 保有資産の推移 

本市の下水道は、市街地を中心に整備区域を拡大してきており、令和元年度末の整備状況は、   

処理区域面積１,９９７ha、普及率５５.２％、水洗化率８６.８％となっております。 

また、昭和４５年から令和元年までの資産の累計取得価額は約１,３２０億円となっております。 

 
資産取得価額の推移 
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（２） 将来の事業環境 

下水道処理区域内の人口及び水洗化人口は増加を続けており、令和元年度末の汚水処理区域内 

人口は７４,７５３人、水洗化人口は６４,８４７人、年間有収水量は７３０万 m3 となっています。 

行政人口が減少に転じる令和８年度以降も、汚水処理区域の整備拡大に伴い下水道への接続人口

が増えることから、有収水量は緩やかに増加するものと予測しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 経営の方針と対策 

（１） 安全・安心な暮らしの確保 

下水道事業は、「公衆衛生の向上」、「公共用水域の水質保全」を大きな目的としていることから、 

社会資本整備総合交付金を活用し、汚水処理区域の整備を計画的に進めます。 

（２） 経営改善の推進 

① 普及活動による水洗化率の向上 

水洗化普及活動を展開し、未接続世帯及び事業所への戸別訪問などにより、公共下水道への  

接続を推進します。 

② 下水道施設の老朽化対策 

本市で最も古い管渠は建設から５０年が経過しています。このため、管渠をはじめとした下水道 

施設の長寿命化や維持管理に要する費用の縮減、平準化を図ることを目的とするストックマネジメン

ト計画を策定し、国のストックマネジメント支援制度を活用しながら、継続的に老朽化対策を進めます。 

③ 汚水処理の共同化 

本市で行われている汚水処理・し尿処理について、経営合理化の観点から下水処理場において、

し尿・浄化槽汚泥の共同処理を進めます。また、東清団地における地域汚水処理場の統廃合を検討

します。 

④ 技術の継承 

各種業務マニュアルの整備を進め、業務知識の共有化を進めるとともに、外部の研修会への参加

を通じて、組織的な知識・技能のレベルアップを図り、滞りのない業務遂行に努めていきます。 

⑤ 新技術を活用した業務の効率化 

ＩＣＴ技術の活用による、設計・施工・維持管理の効率化や省エネルギー技術の積極的な導入に

より汚水処理コストの削減、及び下水道資源の有効利用の検討を進めます。 
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有収水量と人口の推移 
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料金収入 現行の料金体系をベースに将来の需要予測で試算

雨水処理負担金（基準内） 雨水処理に要する資本費及び維持管理費

他会計負担金（基準内） 繰出基準に基づく汚水事業等の一般会計繰入金

他会計補助金（基準外） 財源不足を補てんするための繰出基準以外の繰入金

長期前受金戻入 既存資産分及び新規資産分

職員給与費、経費 令和２年度の予算をベースに将来の業務予測で試算

減価償却費 既存資産分及び新規資産分

支払利息 起債新規借り入れ利息：１％

その他 令和２年度の予算をベースに将来の業務予測で試算

　営業収益

　営業外収益

　営業費用

　営業外費用

４ 投資及び財源計画 

（１） 将来予測の前提条件 

① 収益的収支（管理運営に係る取引） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 資本的収支（建設改良に係る取引） 

 

 

 

 

 

 

（２） 収益的収支の予測 

将来、人口減少が予想されますが、引き続き公共下水道への接続が進むため、水洗化率の上昇に 

より料金収入は増加となる見込みです。また、料金収入の増加に伴い一般会計からの補助金（基準外

繰出金）が減少することから、収支上の差額は減少していきます。なお、収支上の差額を、資本的収支

の不足額に充当することにより、全体的な収支を均衡させています。 
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収益的収支と料金収入の予測 

収支上の差額 

企業債 今後１０年間で総額９２億円

国庫補助金 今後１０年間で総額８３億円

その他（工事負担金等） 令和２年度の予算をベースに将来の業務予測で試算

建設改良費 今後１０年間で総額１８６億円

企業債元金償還金
建設改良事業債：５年据置３０年元利均等償還
資本費平準化債：３年据置１５年元金均等償還

その他（長期貸付金等） 令和２年度の予算をベースに将来の業務予測で試算

　資本的支出

　資本的収入
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（３） 資本的収支の予測 

下水道施設全体を対象としたストックマネジメントによる老朽化対策や、し尿処理の共同化を含む  

水処理施設の増設など、今後１０年間に必要な建設改良事業費を１８６億円計画しております。 

 また、起債残高は、幹線管渠などの初期投資に係る起債の返済が減少することから、令和１２年度に

は２１９億円から２０％減少し１７６億円になる見込みです。 

 

５ 経営戦略のロードマップと経営指標 

（１） 経費回収率向上に向けたロードマップ 

国土交通省「下水道事業における収支構造適正化に向けた取組の推進」を踏まえ、経費回収率の向上

に向けた業績目標を示します。 

 

① 実施予定時期：令和３年度～令和１２年度の１０年間 

② 経費回収率向上に係る具体的な取組： 

 水洗普及活動等により、下水道使用料の増収を図ります。 

 固定経費の削減に取り組み、汚水処理原価の抑制に努めます。 

③ 業績目標：将来の料金収入確保に必要な投資を着実に実行しながら、経費回収率１００％を維持 

すると同時に、一般会計からの補助金を削減します。 

（２） 進捗管理と経営指標 

経常収支比率が今後も１００％を超える安定的な事業運営に努めるとともに、本計画の取組を確実に 

実施するために、以下のとおり経営指標を定め、今後３～５年を目安に見直しを行います。  

 

（３） 下水道使用料について  

経費回収率が１００％を維持しておりますので、当面の間は料金を改定する必要はありませんが、長期

的には人口減少による料金収入の減少が予想されることから、引き続き財政運営の健全化に努めます。 

R 3 R 4 R 5 R 6 R 7 R 8 R 9 R10 R11 R12

100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

料金収入（百万円） 1,166 1,194 1,222 1,243 1,265 1,286 1,306 1,325 1,342 1,363

汚水処理費（百万円） 1,166 1,194 1,222 1,243 1,265 1,286 1,306 1,325 1,342 1,363

経費回収率

R 3 R 4 R 5 R 6 R 7 R 8 R 9 R10 R11 R12

114% 114% 115% 114% 114% 112% 110% 109% 107% 106%

経常収益（百万円） 4,426 4,438 4,533 4,470 4,281 4,293 4,271 4,227 4,204 4,157

経常費用（百万円） 3,892 3,904 3,929 3,926 3,768 3,834 3,879 3,886 3,914 3,907

経常収支比率

資本的収支と起債残高の予測 
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